
（松戸市行財政改革推進会議　補助組織）経営戦略策定支援プロジェクト報告書「未来のために、今こそ・・・　　“あれもこれも”から“あれかこれか”への転換を」

【目的】「松戸市行財政改革計画」中・長期的な改革を実現するための方法論を確立します。
⇒P.2

平成17年2月21日　エグゼクティブ・サマリー

【３つのテーマ】
⇒P.3

(1)　松戸市行政経営システムを確立し、持続させるための改革工程表を策定します。
(2)　内部マネジメントを戦略的に変革するため、サマーレビューの手順、改善のポイントを整理します。
(3)　サマーレビューでの判断基準となる戦略計画の策定手順を確立します。

松戸市行政経営システム確立に向けた改革工程表 戦略マネジメントを実現するためのサマーレビュー 戦略計画の策定手順

【松戸市行政経営システムの全体像】　⇒P.5

【改革工程表】　⇒P.6～P.15
○改革項目　⇒　○改革の方針　⇒　○具体的手段　⇒

○H12～H16の取り組み状況　⇒H17～19の取り組みスケジュール

【中・長期的な改革の実現】　⇒P.16

※行財政改革推進会議での進捗管理が成功の鍵です。

【4～6月】戦略計画の立案　⇒P.18～P.19

【　7月　】行政評価　①本部評価　⇒P.20～P.21

【8～9月】行政評価　②全体評価　⇒P.22～P.26

【10月～】行政評価　③資源配分（予算編成、定数ほか）等　⇒P.27

【 2月～】来年度に向けての事業課ごとの業務改善　⇒P.28～P.29

【戦略計画の策定手順】　⇒P.33～P.38

【市全体の包括戦略】　市長の戦略（政策調整課が担当）　⇒P.39～P.42

【政策ごとの戦略】　本部の戦略（各企画管理室が担当）　⇒P.45～P.62

【提言を実践するために】　⇒P.65～P.66

－経営会議での意思決定－

(1)　中・長期的な改革の実現に向けて、改革工程表を公開すること
(2)　サマーレビューの前に政策ごとの基本方針を策定すること
(3)　行政評価支援システムを活用して成果対コストでサマーレビュー
　　　を実施すること

－円滑に導入するための工夫－

(1)　市長の全庁に向けての宣言
(2)　幹部職員向けの講演会・研修
(3)　きめ細かいサポート体制

【現実的な来年度のスケジュール】　⇒P.67

＋

【戦略計画の公開】　⇒P.43～P.44　
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1.戦略計画

2.行政評価

3.業務改善

・ SWOT分析
・ 戦略計画
・ 第3次実施計画

・ 行政評価支援ｼｽﾃﾑ
・ 事業別予算
・ 事中評価
・ 事前評価(3次実施計画)

・ 庁内公募
・ 庁内刷新行動計画
・ ABC/ABM
・ BPR

4.政策審議ﾌﾟﾛｾｽ強
　化

5.庁内分権

6.組織のﾌﾗｯﾄ化

・ 経営会議
・ 行財政改革推進会議
・ 政策情報の充実

内部マネジメント 内部組織 協働(外部ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ)

7.市民自治

・ ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ条例
・ 協働ﾙｰﾙﾌﾞｯｸ
・ まちづくり指標

8.市場ﾒｶﾆｽﾞﾑの活用

・ 指定管理者制度
・ 外郭団体の見直し
・ 公営企業の見直し

9.市民との情報共有・
　協働の実践

・ 本部制
・ 市長と組織ﾘｰﾀﾞｰの協定
・ 権限委譲

・ 職務職階制見直し
・ 組織単位の見直し
・ 目標による管理制度

・ ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄ
・ ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ
・ CRM

10.情報公開
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市役所の役割の明確化 行政の役割の再設定（守備範囲の段階的な見直
し）

○

サービスの重点化・適正化 ○
ベンチマークを活用したコストの適正化 ○
行政サービスの民間市場への開放 ○
アウトソーシングなどによる行政のスリム化 ○
受益と負担の明確化・適正化 ○
収納率の向上 ○
資産の有効利用と売却の推進 ○
トップダウン、ボトムアップの提案の仕組み ○
総合計画を始め各種計画を成果指向に転換 ○
財源状況に応じた事業の優先順位化、成果重視の
予算編成

○

機能的な組織への再構築 ○
経営情報の一元化・共有化 ○
学習する体質・風土への転換 ○
能力を引き出す制度の導入（ポストの公募、プロ
ジェクトへの選任）

○

インターネットなどによる情報の積極的な提供 ○
住民との議論の場の確立 ○
住民の声に対応する仕組みの充実・強化（苦情窓
口の一本化、情報化）

○

対応手続きや対応時間の標準化 ○
パブリック・コメント、パブリック・インボルブメントの導
入

○

補助金等の第三者機関による審査 ○

行財政改革計画「中長期的な改革」検討項目 改革工程表における対応項目
内部マネジメント 内部組織 協働（外部マネジメント） 10.情報

公開
方策 基本的な方向 検討項目
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住民の関与する機会の確
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組織体質と人材の強化
①組織体質の転換
②人材の強化

経営システムの確立
①計画を成果指向に転換
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S W O T分 析 戦 略 書

S W O T分 析 戦 略 書

承 認
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内 部 要 因 分 析

経営会議

政策調整課

企画管理室

最終承認

二次承認

行政評価
一次承認
データ

集計

一次承認

から

　　[戦略計画から]
　　・成長戦略対応事業
　　・撤退戦略対応事業
　　[行政評価から]
　　・事業拡大
　　・事業廃止、休止
　　[その他]
　　・根拠不明

・計画額等
　修正

財源
推計

・過不足額
　積算

振分
二次
承認

最終
承認

周知

部長
会議・現状維持

・事業縮小

協議

外部環境分析

内部要因分析

ミッションとビジョン
の決定

戦略策定
（SWOT分析）

戦略書の作成
戦略執行と
モニタリング

成果評価と戦略
へのフィードバック

●社会経済環境の分析、市場環境の分析、タスク環境の分析
●「成長機会」と「致死脅威」を明らかに

●人的資源、物的資源、財務的資源、技術的資源・情報的資源のライバル比較
●「比較優位（強み）」と「比較劣位（弱み）」を明らかに

●組織が今後受け持ちたいと考えている社会的意義を内外に示す（ミッション）
●一定の期間後に、組織がどういう姿になっているかという将来像を描く
　（ビジョン）

●成長戦略＝「成長機会」×「比較優位」　●改善戦略＝「成長機会」×「比較劣位」

●回避戦略＝「致死脅威」×「比較優位」　●撤退戦略＝「致死脅威」×「比較劣位」

1～3月10～12月7～9月4～6月 1～3月10～12月7～9月4～6月

戦略計画
（簡易策定手法）

行政評価

資源配分

業務改善

戦略計画（標準策定手法）

経営会議

企画管理室

事業課

戦略計画

基本事務
事業評価

事務事業
評価

Ｈ16
実績入力

Ｈ18・19
計画入力

Ｈ18～
今後の方針

一次承認
本部内
協議

Ｈ16
実績入力

Ｈ18・19
計画入力

Ｈ18～
今後の方針

・H16成果実績

・H16決算

・H18・19成果目標

・H18・19計画額

二次承認
へ

定量分析

（成長機会+比較優位）成長戦略 （成長機会+比較劣位）：改善戦略

協働のまちづくりを推進するために 誰もが安全に安心して暮らすことができるために

成果志向の行政経営を推進するために

（致死脅威+比較優位）：回避戦略 （致死脅威+比較劣位）：撤退戦略

公平性や必要性を担保するために 補完性の原理に基づき守備範囲を明確化するために

■｢必要性｣、｢費用対効果｣等の観点から、事業の終期を設定
した評価型の補助金へと適正化する。B④⑥×C①②⑩　（既
権■外郭団体が自律的・主体的に運営できる組織になるよう再編

成する。

■施策の立案、税金の使い道、公共施設の管理などの過程に
おいて、市民が参画できる仕組みづくりを確立する。（例：パブ
リックコメント・パブリックインボルブメント・協働ルールブック・
ワークショップ・アダプトプログラムなど）　（市民自治）

■ＣＲＭの視点に基づき市民ニーズを的確に把握するととも
に、ＩＴ等の活用により行政の透明性、市民の利便性の向上を
図り、積極的でわかりやすい行政情報を発信する。　（情報公
開）

■行政・NPO・企業・大学等のノウハウを活用した事業展開を
図るために、様々な組み合わせをコーディネートする。　（連携）

■市民が「自分の身は自分で守る」ことを自覚し、地域で防犯・
防災に対応できる体制を実現するために、市民への啓発を行う
とともに地域連携の強化を推進する。（例：安全な交通社会の
確保、防犯活動の推進、地域防災対策、消防組織の充実）

■行政が効率的かつ迅速的に政策課題への対応ができるよ
う、経営感覚のある行政運営を推進する。（例：予算や人事権
の委譲、組織のフラット化、審議プロセスの強化）

■ユニバーサルデザインに対応する公共施設整備や改良など
あらゆる場面でのバリアフリー化を推進する。

■ハンディキャップ持つ人が多様な社会的活動に参加する機
会を拡大し、活動のための支援を充実する。

■将来的に使用する見込みのない財産（土地・施設等）は、民
間での有効活用等、転用の可能性を検討する。

■行政と企業、行政と市民やNPO等との役割分担を明確化し、
サービス提供からの撤退、市場メカニズムの有効活用を検討す
る。

■地域自治の拠点を確立する中で、従来の枠組みを超える、
地域の実情に応じた組織連携を確立する。　（地域自治）

■サービス内容やコスト、受益者の範囲、利用者が受ける便益
の割合等を考慮し、受益者負担・減免制度を適正化する。
（受益者負担）

■公営企業のあり方を検討した上で、経営を健全化をする。
（例：地方独立行政法人等）

＜ＳＷＯＴ分析＞

Ｓ（内部の強み：Strength）

Ｗ（内部の弱み：Weakness）

Ｏ（外部の機会：Opportunity）

Ｔ（外部の脅威：Threat）

４
つ
の
軸
か
ら
の
評
価


